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労働基準法における労働時間の定め

 労働基準法では、労働時間は原則として、１日８時間・１週 時間以内とされています。
これを「法定労働時間」といいます。また、休日は原則として、毎週少なくとも１回与
えることとされています（このパンフレットではこれを「法定休日」といいます。）。

 法定労働時間を超えて労働者に時間外労働をさせる場合や法定休日に労働させる場合に
は、
 労働基準法第 条に基づく労使協定（ （サブロク）協定）の締結
 所轄労働基準監督署長への届出
が必要です。

 協定では、「時間外労働を行う業務の種類」や「時間外労働の上限」などを決めなけ
ればなりません。

労働時間は労働基準法によって上限が定められており、労使の合意に基づく所定の手続きを
とらなければ、これを延長することはできません。

時間外労働・休日労働をさせるためには、 協定の締結が必要です。

 これまで、 協定で定める時間外労働については、厚生労働大臣の告示（※）によって、
上限の基準が定められていましたが、臨時的に限度時間を超えて時間外労働を行わなけ
ればならない特別の事情が予想される場合には、特別条項付きの 協定を締結すれば、
限度時間を超える時間まで時間外労働を行わせることが可能でした。
（※）労働基準法第 条第１項の協定で定める労働時間の延長の限度等に関する基準（限度基準告示）

これまで、時間外労働の上限は大臣告示によって基準が設けられていま
した。

Ⅰ．法令解説編

１の労働時間・休日に関する原則は今回の法改正によっても変わりません。
今回の改正によって、 ２のこれまで告示にとどまっていた時間外労働の上限が、罰則付
きで法律に規定されました。（改正内容は次ページ）

！

労働時間・休日に関する原則

法律で定められた労働時間の限度

１日 ８時間 １週 時間及び
これを超えるには、
協定の締結・届出が必要です。法律で定められた休日

毎週少なくとも１回
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改正内容（時間外労働の上限規制）
（大企業： 年４月～、中小企業： 年４月～）

時間外労働の上限が罰則付きで法律に規定されます。
さらに、臨時的な特別な事情がある場合にも上回ることができない上限
が設けられます。

これまでの限度基準告示による上限は、罰則による強制力がなく、また特別条項を設けるこ
とで上限無く時間外労働を行わせることが可能となっていました。今回の改正によって、罰
則付きの上限が法律に規定され、さらに、臨時的な特別な事情がある場合にも上回ることの
できない上限が設けられます。

（改正前）上限規制の
イメージ

１年間＝ か月

法定労働時間
１日８時間
週 時間

上限なし
年６か月まで

大臣告示による上限
（行政指導）
月 時間
年 時間

（改正後）
法律による上限
特別条項 年６か月まで
年 時間
複数月平均 時間＊
月 時間未満＊

＊休日労働を含む

 今回の改正によって、法律上、時間外労働の上限は原則として月 時間・年 時間と
なり、臨時的な特別の事情がなければこれを超えることができなくなります。

 臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合（特別条項）でも、以下を守らなけれ
ばなりません。
 時間外労働が年 時間以内
 時間外労働と休日労働の合計が月 時間未満
 時間外労働と休日労働の合計について、「２か月平均」「３か月平均」「４か月平
均」「５か月平均」「６か月平均」が全て１月当たり 時間以内

 時間外労働が月 時間を超えることができるのは、年６か月が限度
 上記に違反した場合には、罰則（６か月以下の懲役または 万円以下の罰金）が科され
るおそれがあります。

法律による上限
（原則）
月 時間
年 時間

特別条項の有無に関わらず（※）、１年を通して常に、時間外労働と休日労働の合計は、月
時間未満、２～６か月平均 時間以内にしなければなりません。

！

（※）例えば時間外労働が 時間以内に収まって特別条項にはならない場合であっても、時間外労働＝
時間、休日労働＝ 時間、のように合計が月 時間以上になると法律違反となります。
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都道府県名 最低賃金額（円） 引上げ額（円） 発効年月日

北海道 861（835） 26 2019年10月3日

青　森 790（762） 28 2019年10月4日

岩　手 790（762） 28 2019年10月4日

宮　城 824（798） 26 2019年10月1日

秋　田 790（762） 28 2019年10月3日

山　形 790（763） 27 2019年10月1日

福　島 798（772） 26 2019年10月1日

茨　城 849（822） 27 2019年10月1日

栃　木 853（826） 27 2019年10月1日

群　馬 835（809） 26 2019年10月6日

埼　玉 926（898） 28 2019年10月1日

千　葉 923（895） 28 2019年10月1日

東　京 1,013（985） 28 2019年10月1日

神奈川 1,011（983） 28 2019年10月1日

新　潟 830（803） 27 2019年10月6日

富　山 848（821） 27 2019年10月1日

石　川 832（806） 26 2019年10月2日

福　井 829（803） 26 2019年10月3日

山　梨 837（810） 27 2019年10月1日

長　野 848（821） 27 2019年10月4日

岐　阜 851（825） 26 2019年10月1日

静　岡 885（858） 27 2019年10月4日

愛　知 926（898） 28 2019年10月1日

三　重 873（846） 27 2019年10月1日

都道府県名 最低賃金額（円） 引上げ額（円） 発効年月日

滋　賀 866（839） 27 2019年10月3日

京　都 909（882） 27 2019年10月1日

大　阪 964（936） 28 2019年10月1日

兵　庫 899（871） 28 2019年10月1日

奈　良 837（811） 26 2019年10月5日

和歌山 830（803） 27 2019年10月1日

鳥　取 790（762） 28 2019年10月5日

島　根 790（764） 26 2019年10月1日

岡　山 833（807） 26 2019年10月2日

広　島 871（844） 27 2019年10月1日

山　口 829（802） 27 2019年10月5日

徳　島 793（766） 27 2019年10月1日

香　川 818（792） 26 2019年10月1日

愛　媛 790（764） 26 2019年10月1日

高　知 790（762） 28 2019年10月5日

福　岡 841（814） 27 2019年10月1日

佐　賀 790（762） 28 2019年10月4日

長　崎 790（762） 28 2019年10月3日

熊　本 790（762） 28 2019年10月1日

大　分 790（762） 28 2019年10月1日

宮　崎 790（762） 28 2019年10月4日

鹿児島 790（761） 29 2019年10月3日

沖　縄 790（762） 28 2019年10月3日

全国加重平均 901（874） 27 ─

� （　）内は、平成30年度最低賃金額
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